
2016 年 8 月 17 日放送

｢地域連携による感染制御力向上の取組み｣
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はじめに

住民にとって適切な感染対策を考える際に、地域全体で感染制御力を高めることが必

要であるとずっと以前から考えていました。病原微生物は施設ごとに感染性が異なるわ

けではありませんので、施設ごとに異なる感染対策をしていたのでは、患者さんや家族

は混乱してしまいます。一方、現場では、施設によっては感染制御の知識・技術が不十

分で、微生物という目に見えないものに対する恐怖感が職員自身に存在し、施設間の相

互理解や情報共有も十分ではないことがわかりました。

そこで私たちは、岐阜県内の感染制御力の規格統一とレベルアップを目指すことこそ、

医育機関である大学病院の使命であると考え、十数年前から地域連携による感染制御力

の向上に取り組んできました。本日は、その取組みについてご紹介したいと思います。

地域の事情はそれぞれ違いますので、私たちの経験やノウハウがそのままご参考になる

とは思いませんが、少しでもお役に立てれば幸いです。

感染防止対策加算・地域連携加算算定前

2004年以降、米国CDCは「病院

感染：Hospital Infection」と

いう言葉に代わって、「医療関

連感染：Healthcare-Associated 

Infection（s HAIs）」という用

語を提唱し、世界的に「医療関

連感染」という言葉が使われる

ようになりました。「院内」で



はなく、さまざまな医療施設や在宅ケアなどでの感染も含めて考えよう、というもので

す。まさにこの医療関連感染の概念で進めていけばいいだろうと考え、私たちは感染制

御の地域連携構築に取りかかりました(表1)。

(1)岐阜院内感染対策検討会 2000年11月～

岐阜院内感染対策検討会とは、いわゆる研修会、勉強会ですが、会員登録制にしたこ

とが特徴のひとつです。初めに岐

阜県内のすべての医療機関と高

齢者施設にダイレクトメールを

送り、参加を募りました。その結

果、ほとんどの医療機関、高齢者

施設が賛同してくださり、さらに

保健所や社会福祉協議会、県感染

対策関連行政部門、製薬企業など

も参加し、産官学一体となって活

動しています(表2)。検討会は年

に2回開催し、学術講演、その時々のトピックや会員施設のICTの紹介に加え、テーマに

合わせた事前のアンケートと当日フィードバックや質問に答えるセッション、情報交換

の場・時間を多く設け、全員参加型の研修会を目指してきました。

(2)岐阜県健康福祉部医療整備課との連携 2005年4月～

県の施設内感染対策担当課との連携として、院内感染相談窓口を開設し、回答すると

ともに、年度末にQ&A集として冊子化し、岐阜県医師会ホームページでも公開していま

す。医師、看護師、保健所関係者、高齢者施設の担当者など、多職種の方から多様な質

問が届きます。回答は、岐阜県内の加算1の施設のICD、ICNが担当しています。できる

だけ数日以内に回答するよう、クイックレスポンスを心がけています。

希望する施設への訪問実地指

導にも取り組んでいます。2006

年から年間5施設程度を訪問し、

2015年12月までに延べ56施設を

訪れました。そのうち、感染防

止対策加算を算定していない中

小病院が3分の2ほどになります。

急性期病院の常識を一方的に押

し付けるのではなく、現場の実

態を知り、生の声を聞き、現場



に則した指導を心がけました。訪問することで私たち自身の勉強にもなります(表3)。

実地指導のほか、アウトブレイク施設訪問・改善支援も実施しています。事案が生じ

た場合、保健所や県の窓口を通じて相談がありますので、状況に合わせて県内の専門家

に対応してもらいます。

(3)岐阜県健康福祉部保健医療課との連携 2008年4月～

県の感染症予防・治療担当課との連携では、岐阜県予防接種センター相談窓口を開設

しています。前述した院内感染相

談窓口と同様に、年度末にはQ&A 

集の冊子を発行し、岐阜県医師会

ホームページでも公開していま

す。

数ある連携事業の中でも、世界

一のレベルと自負しているのが、

岐阜県健康福祉部保健医療課、岐

阜県医師会の事業に協力した岐

阜県リアルタイム感染症サーベ

イランスシステムです

（http://infect.gifu.med.or.jp/influ/influcondition）(図1)。県内の約1/5の医療

機関医師のご協力で毎日午後8時までに、その日のA型、B型インフルエンザの発症状況

を年齢別、男女別にフォーマットに従い入力されます。一方、県下約700のすべての小・

中・高校の養護教諭のご協力で、学校欠席者情報を毎日午前11時半までに入力していた

だきます。これらのデータが最終的に県のサーバーに集まり、当日の午後8時半には県

内の当日までのインフルエンザ患者発生動向が一般公開されます。全県統計はもちろん

のこと、圏域別の流行状況に加え、型別・年齢別などの流行曲線、学校単位での流行も

把握でき、個々の感染予防対策に役立てていただいています。インフルエンザ以外に、

他の小児感染症についても1週間単位で流行動向を公開しています。

感染防止対策加算・地域連携加算算定後

(1)加算病院ネットワーク

まず、岐阜県病院協会のご協力で同協会からの委託の形で、岐阜大学医学部附属病院

生体支援センターが事務局として加算病院連携体制、すなわち県内すべての加算病院の

ペアリング(加算1および加算2施設間の組み合わせおよび加算1同士の組み合わせ))を

当センターが実施しました。加算施設にはこのシステムを理解していただき、加算2か

ら加算1に移行等に伴う、加算1⇔2のペアリング変更等も風通し良くできている状況で



す。

年4回の合同

カンファレン

スのうち、2回

は全加算病院

合同カンファ

レンスとして

います。この全

加算病院合同

カンファレン

スの際には、各

施設から毎月

収集している

データを集計

したものをフィードバックしています(図2)。これについてはあとで述べます。

(2)感染制御実施状況の「可視化」

各職員の感染制御の遵守率と技術の評価はなかなか難しいと思います。各職員は適切

な感染制御力の自己評価ができず、自分が感染予防策を遵守できていないことに気づき

ません。では、どのようにすればいいか。感染制御の教育、動機付け、システム変更は

「可視化」して取り組む。これがキーワードです。

当院では、院内手指衛生の遵守率を高めるため、擦式アルコール手指消毒薬の全看護

師個人使用量を毎日調べるようにしたのです。各看護師には個人使用量「可視化」デー

タを示し、自分自身で他職員との相違を自覚することによって、使用量が少ない看護師

が自然に使用量を増やすアクションを起こすきっかけができるであろうと考えました。

実際にこの取り組みを10年以上継続した結果、個人使用量は右肩上がりに上昇し続けて

います。

(3)施設の立ち位置･目標を「可視化」～ICT活動の質を評価するためのサーベイランス

加算病院をペアリングしただけでは感染制御力向上にはつながりませんので、当院の

手指衛生遵守率向上の取組みをヒントに、地域全体の感染制御力向上のため、各施設の

立ち位置・目標を可視化することを考えました。それが先ほどの(図2)で示した月例デ

ータ収集とフィードバック、すなわち「ICT活動の質を評価するサーベイランス」事業

です。加算病院での院内感染対策の実施状況を継時的に把握し、データをフィードバッ

クすれば、各施設が全体の状況を把握し、自施設の立ち位置を確認することができます。

それによって自施設の課題を見つけてもらうことができ、ICT 活動の目標設定ができま



す。さらに、この調査結果を用いて、各施設におけるICT 活動改善動向を把握し、加算

のもたらす効果の評価を行うこともできます。

各施設から毎月収集しているデータはICT活動状況（ICT会議数、ラウンド数）、MRSA

の検出率、擦式アルコール手指消毒薬使用量、抗菌薬使用量、血液培養提出率…等々で

す。エクセルのフォーマットにデータを入力すれば、いろいろなデータが自動計算され

るように設計されています。フィードバックは、全病院の平均、加算1の平均、加算2

の平均をグラフで示し、施設ごとの立ち位置が一目でわかるようにプロットしています。

実際に地域全体としてICT活動状況の適正化、擦式アルコール手指消毒薬使用量の増

加、血液培養2セット率の向上などのアウトカムが得られました。課題は薬剤耐性菌検

出をいかに減少させるか、抗菌薬使用状況の有益なフィードバック方策です。

(4)感染対策の地域連携支援システム(Regional Infection Control Support System：

RICSS)

われわれが4年間継続実施してきたサーベイランス事業は、一定の成果を生みました

が、一方で、データ集計や解析お

よびフィードバックには、莫大な

労力と時間を要したことを課題と

して指摘せざるを得ませんでした。

これを厚生労働省の院内感染対策

サーベイランス(JANIS)と同様に、

またJANIS本体と連携して自動化

しようとするプロジェクトが感染

対策の地域連携支援システム

(Regional Infection Control 

Support System:RICSS)です(図3)。

H28年度に日本医療研究開発機構(AMED)の支援により、東海大学の藤本修平教授のもと

本格的な開発に着手しています。これが実現すれば我々のノウハウを他の地域や全国に

容易に展開でき、病院機能別集計など、自由なグループ化分析も可能となり、極めて大

きな期待がかかっています。

(5)診療動線に寄り添った連携の強化・継続

岐阜県での地域連携による感染制御力向上の取組みは、こうして県の行政機関、保健

所、病院協会、医師会のご理解と支援をいただきながら、十数年かけてやっとここまで

来ました(図4)。われわれは診療報酬のみにとらわれないリーダーシップを発揮し、ま

たご依頼があったときのクイックレスポンスに心がけ、地道な積み重ねによって、すべ

ての関係者の信頼関係を築いてきました。この信頼関係が、地域連携の基礎になってい



ると言えるでしょ

う。

すべての職種、

すべての県内の医

療機関が同じ方向

を向き、共通の認

識や知識・技術を

もって地域の感染

制御力を高めてい

く。今後も患者さ

んの診療動線に寄

り添った連携を強

化し、活動を継続

していくことが重要だと思います。


